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は　じ　め　に

　わが国の自殺者数は 1998年以後 14年連続で年間 3万人

を超えていたが，2009年より減少に転じ，2018年にはバ

ブル崩壊前と同じ水準の 2万人台に改善した．しかし，20

歳未満の子どもの自殺率は成人に比べて減少率は低く，10

歳代の子どもについてはむしろここ数年増加している．

　このようななか，2020年には新型コロナウイルス感染

症（COVID‒19）の感染拡大によって，年間自殺者数は11

年ぶりに増加に転じ，子どもの自殺者数は過去 40年間で

最悪となった8）．しかし子どもの自殺について対策まで含

めた総説はわが国では少ないように思われる．そこで本総

説は，子どもの自殺予防に取り組むために，子どもの自殺

の現状と心理社会的背景，子どもの自殺予防対策，コロナ

禍の子どもの自殺問題と対策を概説することを目的とす

る．ただし，著者は児童・思春期精神科の専門医ではない

ため，あくまで本稿は自殺予防学の見地からの解説にとど

まること，また子どもの範囲について文献的には児童期青

年期に若者も含むことがあり，本稿の記述が引用文献に

よってあいまいな場合もあることをご了承いただきたい．

Ⅰ．子どもの自殺の現状

　まず，令和 3年版自殺対策白書8）データから，わが国の

人口全体および未成年（19歳以下）の自殺者数・自殺率
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　日本の自殺者数は2009年より減少してきていたが，20歳未満の子どもの自殺者数や自

殺率は，この数年横ばいから増加に転じていた．さらに2020年には，新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大によって，年間総自殺者数は11年ぶりに増加に転じ，子どもの自殺

者数は777人と過去40年間で最悪になった．これらの現況から，子どもの自殺予防は喫

緊の課題である．そこで本稿では，子どもの自殺予防に取り組むために，子どもの自殺の

基礎知識を概説することを目的とした．子どもの自殺の動機は，家庭不和，精神障害，進

路問題が多いが，半数以上は不明である．心理学的には自我同一性確立に伴う対人葛藤が

直接自殺リスクを高めやすいことから，子どもは自殺のハイリスク者といえる．予防介入

としては，認知行動療法，家族療法，弁証法的行動療法などさまざまな治療の有効性が示

されているが，セルフスティグマが援助希求を阻害するため，支援が難しい．援助希求を

高めるべくSOSの出し方教育も近年始まっているが，実効性に疑義がある．コロナ禍によ

りコミュニケーションを制限されたことで子どものSOSがさらにみえにくくなり，自殺リ

スクの早期発見を困難にしていると思われる．子どもの自殺問題はコロナ禍において危機

的状況にあり，家庭や教育現場のみならず，より社会的に強力な支援が必要である．
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推移を，著者が独自に作成し，折れ線グラフで図 1に示し

た．1998年から総数で年間 3万人以上に増加した自殺者

数，人口 10万人対で年間 25人以上の自殺率は，2009年

より継続的な減少に転じた．一方，未成年の自殺者数は

1998年に年間720人に急上昇した後，一旦低下傾向となっ

たものの，2016年より再上昇し，2020年には 777人と過

去 40年間で最悪となった．自殺率でみると，bに示すよう

に未成年は 1998年の増加時に 10万人あたり 2.7人と全世

代に比して低いが，以降他の世代が減少に転じるなかほぼ

横ばいで，2016年からは上昇の一途をたどっている．

　次に，文部科学省が例年実施している「児童生徒の問題

行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」11）か

ら，学生・生徒等の自殺者数推移を図 2の通り棒グラフで

作成した．この調査は，点線で示した 2006年と 2013年に

調査総数の範囲を増やしているために結果の解釈に注意を

要するが，学生・生徒という括りでの傾向の理解はしやす

い．グラフをみると 2006年以降学生・生徒の自殺は多少

の変動はあるが一貫して中高生，特に高校生で増加してお

り，2020年には 415人と過去最多になった．

　以上から子どもの自殺は，他の世代に比して経年的に悪

化傾向にあり，コロナ禍の 2020年には過去最多の自殺者

数・自殺率となっており，日本の自殺問題の優先課題であ

る．

　では，どのような動機で子どもの自殺は生じているのだ

ろうか．自殺した児童生徒がおかれていた状況に関する同

調査の結果を表に示す11）．小学校ではいじめを除く友人関

係の悩み（28.6％），中学校では父母等の叱責（20.4％），

高校では精神障害（13.1％）が相対的に高い比率で挙げら

れているものの，小学校から高校までを通じ動機不明が約

半数を占めた．全時期でみて動機不明（52.5％），家庭不和

（12.8％），精神障害（11.1％），進路問題（10.6％）の順に

動機の比率が高い一方，いじめの問題は 2.9％で自殺の動

機として決して高くなかった．

　世界的に若年者の自殺の心理社会的要因に関する文献を

まとめた総説6）によれば，最も自殺の要因としてオッズ比

（odds ratio：OR）が高かったのは「仕事にも学校にもい

ずれにも属していない」（OR 44.1）であり，次が「気分障

害」（OR 25.2）であった．動機の区分けが欧米と日本では

異なるために単純な比較は困難だが，いじめや心理社会的

要因の偏重や，スティグマのためかほとんど動機が不明で
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図 1　人口全体および未成年の自殺者数・自殺率推移
（文献 8より作成）
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表　自殺した児童生徒がおかれていた状況

� 校種

項目

小学校 中学校 高等学校 計

人数
（人）

構成比
（％）

人数
（人）

構成比
（％）

人数
（人）

構成比
（％）

人数
（人）

構成比
（％）

家庭不和 0 � 0.0 17 16.5 � 36 11.8 � 53 12.8

父母等の叱責 1 14.3 21 20.4 � 11 � 3.6 � 33 � 8.0

学業等不振 0 � 0.0 � 9 � 8.7 � 11 � 3.6 � 20 � 4.8

進路問題 0 � 0.0 10 � 9.7 � 34 11.1 � 44 10.6

教職員との関係での悩み 0 � 0.0 � 2 � 1.9 � � 2 � 0.7 � � 4 � 1.0

友人関係での悩み
（いじめを除く）

2 28.6 � 9 � 8.7 � 14 � 4.6 � 25 � 6.0

いじめの問題 1 14.3 � 5 � 4.9 � � 6 � 2.0 � 12 � 2.9

病弱等による悲観 0 � 0.0 � 3 � 2.9 � 10 � 3.3 � 13 � 3.1

えん世 0 � 0.0 � 6 � 5.8 � 16 � 5.2 � 22 � 5.3

異性問題 0 � 0.0 � 0 � 0.0 � 11 � 3.6 � 11 � 2.7

精神障害 0 � 0.0 � 6 � 5.8 � 40 13.1 � 46 11.1

動機不明 5 71.4 50 48.5 163 53.4 218 52.5

その他 0 � 0.0 10 � 9.7 � � 6 � 2.0 � 16 � 3.9

（文献 11より作成）

図 2　学生・生徒等の自殺推移
学生・生徒等の年間自殺者数推移を，積み上げ縦棒グラフで示す．灰色は高校生，薄青色は中学生，青色は小学生を表
す．横軸は年（1989～2020 年），縦軸は年間自殺者数を表す．縦の点線は集計方法の変更時点を表す．2006 年度以降
国私立学校，2013 年度以降高等学校通信制課程も調査に加えた．（文献 11より作成）
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ある点が日本の子どもの自殺の特徴といえる．

Ⅱ．子どもの自殺の背景

　近年は自殺の心理的メカニズムとしてストレス脆弱性仮

説が援用されることが多い．古典的に，子どもの心理社会

的葛藤としては，Erikson, E.　H.3）の心理的発達段階と各段

階の発達課題を振り返ることがヒントになると思われる．

乳児期，幼児前期，幼児後期，児童期，青年期と成長する

なかで重要な対人関係の対象はそれぞれ母親，両親，家族，

近所・学校，仲間集団・リーダーと変わり，この対人関係

の仲がうまくとり結べないと，各発達段階で不信，恥と疑

惑，罪悪感，劣等感，同一性拡散の心理的葛藤が生じる．

これらの葛藤は各段階で累積的に重なって子どもの自殺リ

スクを高めていくように思われる．

　一方自殺予防の観点からは，自殺リスクを高める危険因

子，低める保護因子を同定することが重要とされる．子ど

も・若年者における自殺の危険因子には，女性，精神疾患，

自殺企図歴，自傷歴，孤立，家族背景（家族の自殺歴，家

族関係の不和，虐待体験），ネガティブなライフイベント

（学校不適応，いじめ，喪失体験），メディアの影響（報道，

ソーシャルネットワーキングサービス，アニメ）などが挙

げられている．また自殺の保護因子には，家族の凝集性，

学校での良好な対人関係などが挙げられている6）．

　さらに，近年自殺を対人関係の問題から再定義した仮説

が広く受け入れられるようになってきている．アメリカの

Joiner, T.　E. Jr. らが提唱した自殺の対人関係理論5）では，

自分が周りに迷惑をかけているという自己負担感の増大と

自分が何処にも属していないという自己所属感の減弱に

よって自殺念慮が高まり，自殺する能力があれば自殺が生

じるという．子どもにこれを適用すると，先に Eriksonが

示したように対人葛藤が大きな発達課題である子どもは，

家族関係，友人関係のストレスから自己負担感を生じやす

く，また孤立やいじめがあれば自己所属感の減弱も生じや

すい．インターネットの発展した現代においては，衝動性

が高く情報収集能力が大人よりも高い子どもは，そもそも

自殺のハイリスク者といえる．

Ⅲ．子どもの自殺予防対策

　子どもの自殺予防として行われる介入は幅が広い．まず

すでに自殺リスクのある子どもへの精神療法・心理療法的

介入としては，患児への認知行動療法に家族への認知行動

療法やペアレントトレーニングの技法を加えた統合的認知

行動療法4），ペアレントトレーニングや対人関係療法のス

キルを用いて家族間の不安定なアタッチメントを調整する

アタッチメント家族療法2），弁証法的行動療法10），ケース

マネージメントを含む救命救急センター治療後の介入，オ

ンラインによる精神療法的介入などが挙げられる．また家

族への危機介入プログラム，いのちの電話，ポストベン

ションプログラムなどは自殺予防に特別なプログラムや社

会資源といえるだろう．

　一方現在は自殺リスクがない子どもも含めた子ども全体

への一次予防介入としては，自殺予防教育プログラム，各

種のうつ，自殺念慮の心理尺度を用いたハイリスク者のス

クリーニング，Question（質問），Persuade（説得），Refer

（紹介）の三段階でハイリスク者に対応する QPRゲート

キーパー養成プログラム，オンラインカウンセリングなど

が挙げられる1）．

　しかし，このようなさまざまな取り組みについてのエビ

デンスはいまだ十分ではなく，子どもの自殺予防は実際の

ところ困難が多い．その理由として，原因がわからない，

複合的，心理社会的要因が大きい，養育環境などどうにも

ならないことが多い，膨大な時間と労力を要する，資源が

不十分，子どもの被暗示性が高い，自殺危機に至るまでの

時間が早い，セルフスティグマがあるので訴えてこないと

いった問題が挙げられる．

　ここでスティグマとは，精神障害者への偏見といった社

会のスティグマ（パブリックスティグマ）ではなく，自分

の属性が社会に差別されるものと感じ，羞恥，自己隠ぺい

が強まり，他者の援助を拒絶するセルフスティグマを指

す．著者は，セルフスティグマが大きな影響を及ぼすこと

を子どもの自殺予防が難しい 1つの理由としてこれまで何

度か強調してきた12）．

　同様の問題意識から，国は自殺総合対策大綱の 2017年

の改訂7）において子ども・若年者の自殺対策を重点施策と

して，（ⅰ）いじめを苦にした子どもの自殺の予防，（ⅱ）

学生・生徒などへの支援の充実，（ⅲ）SOSの出し方に関

する教育の推進，（ⅳ）子どもへの支援の充実，（ⅴ）若年

者への支援の充実，（ⅵ）若年の特性に応じた支援の充実，

（ⅶ）知人などへの支援，を掲げている．このうち，SOS

の出し方教育とは，「自分を大切に，他人を大切に」という

自尊感情の涵養と「つらいときには周囲の信頼できる大人

に助けを求めなさい」という具体的スキルを身につけさせ

特集　太刀川：子どもの自殺の基礎知識
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る 50分授業を保健師が 1回完結式で行うものである．問

題意識としては理解できるのだが，このような教育は SOS

を受け止める大人の側の教育もセットにしないといけない

のではないかという懸念が残る13）．

Ⅳ．コロナ禍の子どもの自殺問題と対策

　2020年のコロナ禍の自殺者数は 21,081人と，11年ぶり

に前年比 912人（4.5％）の増加となった8）．先に述べたよ

うに，このうち小中高生は年間で 415人に増加し，過去 40

年間で最悪の自殺者数となってしまった．その背景とし

て，コロナ禍が子どものこころにさまざまに深刻な問題を

生じさせていることが報告されている9）．例えば COVID‒

19対策による行動自粛，学校休校によって抑うつ，不安，

孤立が健康な子どもにも高まり，自粛により孤立する期間

の長さと，これらの症状は相関していた．また，症状は自

粛中のみならず自粛後も続いていたという．また，

COVID‒19の影響による学校閉鎖，運動の制限，不規則な

睡眠，オンラインへの依存は子どもに抑うつ，無感情，怠

惰，学習格差，自傷行為を引き起こし，家庭内では虐待，

暴力，AV鑑賞などが増えていたという．一方で，子ども

の月別自殺者数のピークは対面授業再開時期であったこと

から，学校で友人関係や学業の問題を抱えていた子ども

は，対面授業が再開されると自粛で軽減していたストレッ

サーが高まり，自殺念慮が増えたのではないかという指摘

もある．さらに，コロナ禍によりコミュニケーションが制

限されることで子どもにはそもそも出しづらい SOSがさ

らにみえにくいものとなり，自殺リスクの早期発見をさら

に困難にしていることは疑いない．

　このようなコロナ禍の子どもの自殺対策としては，自殺

リスクのある子どもを早期に発見し，支援することがまず

重要である．このためには，大人の側が，日常生活におけ

るコミュニケーションを積極的にとり，COVID‒19に過剰

な不安をいだかぬように正しい情報を伝え，子どもにとっ

て安全で相談しやすい環境づくりを行うことが基本であ

る15）．また感染対策下の保護者の心理的ストレスをサポー

トし，孤立家庭をつくらないこと，家庭の生活困窮を和ら

げること，DVの可能性のある家庭を行政機関が見守り対

応をとること，メディアが COVID‒19や自殺の情報をセ

ンセーショナルに報じないこと，など社会の側も対策を講

じなければならない14）．

　子どもの自殺問題は人間社会における最大の悲劇であ

り，それがコロナ禍において危機的状況にある．自殺予防

を目的として，家庭，学校のみならず，社会的に強力な支

援が必要である．

お　わ　り　に

　子どもの自殺の現状，背景，自殺予防対策，ならびにコ

ロナ禍の子どもの自殺問題と対策についての基礎知識を紹

介した．対人葛藤が大きな発達課題である子どもは，対人

関係のストレス，孤立があれば自殺念慮も生じやすい．イ

ンターネットの発展した現代においては，衝動性が高く情

報収集能力が大人よりも高い子どもは，そもそも自殺のハ

イリスク者といえる．加えてコロナ禍では学校生活の変

化，コミュニケーション手段の制限で子どもの SOSがみ

えにくくなっている．

　子どもの自殺予防対策としては，ハイリスクな子どもの

早期発見，支援，相談しやすく安全な就学環境づくりが大

事である．ハイリスク者への精神療法や危機介入，SOSの

出し方教育に加え，受け止める保護者の側の教育や家庭の

ストレス軽減，孤立，生活困窮家庭への支援，行政機関の

連携，自殺報道に関するメディアへの注意喚起などが必要

であろう．コロナ禍では，さまざまなつながりが絶たれ，

子どもの自殺リスクが高まっていることから，家族や学校

を越えて，社会的に強力な支援を講じなければならない．

　なお，本論文に関連して開示すべき利益相反はない．
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Basic Knowledge of Suicide among Children and Adolescents
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　　Although the number of suicides in Japan has decreased since 2008, that among teens has 

recently increased. In 2020, the annual suicide rate among all ages increased for the first time 

in 11 years due to the COVID‒19 pandemic and that among teens was the highest on record. 

Thus, suicide prevention is especially important for children and adolescents. The aim of this 

review is to provide basic knowledge of suicide among children and adolescents.

　　The motives for suicide by children and adolescents include‘school problems’and

‘family problems’, but the motives in half of the cases are unknown. As interpersonal relation-

ships while establishing one’s identity may increase the suicide risk among youth, children and 

adolescents can be psychologically regarded as high‒risk groups for suicide.

　　Effective suicide prevention or intervention strategies for children and adolescents include 

cognitive behavioral therapy, family therapy, dialectical behavioral therapy, and assertive case 

management. However, suicide prevention for children and adolescents is generally difficult 

because their self‒stigma obstructs help‒seeking behaviors. Therefore, ‘How to put out SOS?’
education programs were recently implemented at all schools in Japan to teach help‒seeking 

skills, although these programs are not evidence‒based. Moreover, the COVID‒19 pandemic 

has limited healthy communication, thus inhibiting SOS signals and making it difficult to iden-

tify suicide risk.

　　Suicide among children and adolescents has markedly increased due to COVID‒19, and 

strong family, school, and social support is needed in this field.
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